
会社の概況

　株主の皆様におかれましては、平素は格別のご支
援を賜り厚く御礼申し上げます。
　ここに当期第101期（平成30年４月１日から平成
30年９月30日まで）の中間報告書「TOTOKU 
REPORT」をお届けし、営業の概況と決算の状況に
つきましてご報告申し上げます。
　■当中間期の概況について
　当社グループは、中期経営計画の事業方針に基づ
き主力製品の拡販を行うとともに、特長ある技術力
を活かした新製品の開発、新規顧客の開拓、生産体
制の構築に経営資源を投入し、売上拡大に注力して
まいりました。また、損益重視の重点施策として、
品質、コスト、納期の追求、並びに原価低減、棚卸
資産の削減を推進することにより収益力の向上に努
め、企業体質の強化を図ってまいりました。
　当中間期の連結業績につきましては、売上高は、自
動車向けシート用ヒータ線、プリンター等に使用される
フレキシブルフラットケーブル、スマートフォン等の基
板導通検査冶具に使用されるコンタクトプローブが好
調に推移したことから、前年同期比４億５千９百万円増
加し95億１千７百万円となりました。
　営業利益は、売上高は増加しましたが、当社グ
ループにおいて人件費の上昇による費用の増加に加
え、インドネシア子会社の類焼の影響等により原価
率が上昇し、前年同期比２億８千３百万円減少し
11億３千２百万円となりました。
　経常利益は、営業利益の減少により、前年同期比２
億４千３百万円減少し11億７千６百万円となりました。

　当中間期の純利益は、経常利益の減少により、前
年同期比８千９百万円減少し９億４千４百万円とな
りました。
　当社単独の業績につきましては、売上高は、７千
９百万円増加し46億３千７百万円となりました。
損益面におきましては、営業利益は、１千３百万円
減少し15億４千万円となりました。また、経常利
益は、１億２千万円増加し９億６千９百万円となり、
当期純利益は、１千万円増加し８億７千万円となり
ました。
　中間配当につきましては、最近の業績や財務状況
及び今後の見通しを勘案し、株主の皆様のご支援に
お応えするため、１株につき30円とさせていただ
きたいと存じます。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層
のご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年12月

会社概要（平成30年9月30日現在）
商号 東京特殊電線株式会社
 TOTOKU ELECTRIC CO., LTD.
設立 昭和15年11月22日
資本金 1,925,000,009円
従業員 単体 238名　　連結 898名
本社 東京都港区西新橋三丁目8番3号
 〒105-0003
 電話　03-5860-2121

大株主（平成30年9月30日現在）

株主名 株式数（株） 持株比率（％）
古河電気工業株式会社 3,847,248 56.61 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 391,700 5.76 
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/
JASDEC/FIM/LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS 310,000 4.56 

株式会社みずほ銀行 201,482 2.96 
株式会社りそな銀行 149,700 2.20 
資産管理サービス信託銀行株式会社 136,900 2.01 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 86,200 1.27 
MSIP CLIENT SECURITIES 58,600 0.86 
桜井　昭一 58,100 0.85 
住友生命保険相互会社 55,400 0.82 

（注）持株比率は自己株式（13,044株）を控除して計算しております。

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基準日 定時株主総会　3月31日
 期末配当金　　3月31日
 中間配当金　　9月30日
株主名簿管理人及び 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
同事務取扱場所 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
郵便物送付先 〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
 0120-288-324
単元株式数 100株
株式に関する届出及び 住所変更、配当金振込先指定等の事務手続について
ご照会について は、口座のある証券会社等にお問合せください。
   特別口座に関する照会、または未払配当金の支払、

支払明細の発行については上記みずほ信託銀行株式
会社へお問合せください。

特別口座について
　特別口座において管理される株式は、単元未満株式の買取を除き、特定口座
のままでは株式を売却することができませんので、必ず証券会社に一般口座を
ご開設のうえ、特定口座から一般口座に振替申請していただくようお願いいた
します。
　なお、振替申請等具体的な手続につきましては、みずほ信託銀行株式会社に
お問合せください。

株式等に関するマイナンバーお届けのご案内
　株式等の税務関係の手続に関し、市区町村から通知されたマイナンバーのお
届けが必要です。このため、株主様からお取引のある証券会社等へマイナン
バーをお届出ください。
　 【マイナンバーのお届出に関するお問合せ先】
　　　証券口座にて株式を管理されている株主様･･･  お取引のある証券会社等ま

でお問合せください。
　　　証券会社とのお取引がない株主様･･･  みずほ信託銀行証券代行部  

0120-84-0178
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配当について 連結財務諸表（要旨）
中間連結貸借対照表� （単位：百万円）

科目 当中間期
平成30年9月30日現在

前　期
平成30年3月31日現在

（資産の部） 21,941� 20,928�

流動資産 13,487� 12,725�

固定資産 8,453� 8,202�

　有形固定資産 5,804� 5,594�

　無形固定資産 57� 66�

　投資その他の資産 2,591� 2,542�

資産合計 21,941� 20,928�

（負債の部） 9,334� 9,011�

流動負債 5,373� 4,999�

固定負債 3,961� 4,012�

（純資産の部） 12,606� 11,916�

株主資本 11,947� 11,043�

その他の包括利益累計額 △19 29�

非支配株主持分 679� 842�

負債・純資産合計 21,941� 20,928�

中間連結損益計算書� （単位：百万円）

科目
当中間期

平成30年4月  1日から
平成30年9月30日まで

前中間期
平成29年4月��1日から
平成29年9月30日まで

売上高 9,517� 9,058�

売上原価 7,237� 6,559�

　売上総利益 2,280� 2,498�

販売費及び一般管理費 1,147� 1,082�

　営業利益 1,132� 1,416�

営業外収益 82� 51�

営業外費用 38� 48�

　経常利益 1,176� 1,419�

特別利益 79� 314�

特別損失 18� 386�

　税金等調整前中間純利益 1,238� 1,348�

　法人税、住民税及び事業税 251� 291�

　法人税等調整額 △11 △56

　四半期純利益 998� 1,113�

　非支配株主に帰属する四半期純利益 53� 80�

　親会社株主に帰属する四半期純利益 944� 1,033�

中間連結キャッシュ・フロー計算書� （単位：百万円）

科目
当中間期

平成30年4月  1日から
平成30年9月30日まで

前中間期
平成29年4月��1日から
平成29年9月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,068 976�

投資活動によるキャッシュ・フロー △358 △424

財務活動によるキャッシュ・フロー △77 △568

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 590 △34

現金及び現金同等物の期首残高 6,660� 5,688�

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,250 5,654�
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第100期
（平成３０年3月期）

第99期
（平成２９年3月期）

第98期
（平成28年3月期）

（単位：円）

平成30年３月期決算短信にて公表いたしましたとおり、
当社は、当中間期の業績等を勘案し株主の皆様のご支援
にお応えするため、当期の中間配当を１株あたり30円
とさせていただきます。なお、期末配当は１株あたり
30円の実施を予定しております。

第101期
（平成31年３月期）

中間配当 30円

期末配当（予定） 30円

年間配当（予定） 60円

フィリピン子会社の新工場で操業を開始
第101期（平成30年４月１日から平成31年
３月31日まで）中間配当金について

　当社は、子会社のPT. TOTOKU INDONESIA（以下、
トウトクインドネシア）においてフレキシブルフラット
ケーブルを製造しておりますが、平成29年４月30日に
隣接する他社工場で火災が発生し、その影響でトウトク
インドネシアの工場が類焼しました。類焼後間もなく工
業団地内の別の建屋を賃借して操業を再開しましたが、
設備焼失により生産能力は大きく低下したため、トウト
クインドネシアの減産分を補充していくことを目的に、
フ ィ リ ピ ン に あ る 当 社 子 会 社 のTTI LAGUNA 
PHILIPPINES INC.に新工場を設置しました。
　新工場の延床面積は約３千平方メートルで、設備によ
り本格的なケーブルの製造を行います。既存工場の延床
面積は約１千平方メートルで、労働集約的なケーブル加
工を行います。既存工場と新工場に工程を振り分けるこ
とで生産効率を向上し、生産能力並びに収益力アップを
図っていきます。
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面積は約１千平方メートルで、労働集約的なケーブル加
工を行います。既存工場と新工場に工程を振り分けるこ
とで生産効率を向上し、生産能力並びに収益力アップを
図っていきます。
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会社の概況

　株主の皆様におかれましては、平素は格別のご支
援を賜り厚く御礼申し上げます。
　ここに当期第101期（平成30年４月１日から平成
30年９月30日まで）の中間報告書「TOTOKU 
REPORT」をお届けし、営業の概況と決算の状況に
つきましてご報告申し上げます。
　■当中間期の概況について
　当社グループは、中期経営計画の事業方針に基づ
き主力製品の拡販を行うとともに、特長ある技術力
を活かした新製品の開発、新規顧客の開拓、生産体
制の構築に経営資源を投入し、売上拡大に注力して
まいりました。また、損益重視の重点施策として、
品質、コスト、納期の追求、並びに原価低減、棚卸
資産の削減を推進することにより収益力の向上に努
め、企業体質の強化を図ってまいりました。
　当中間期の連結業績につきましては、売上高は、自
動車向けシート用ヒータ線、プリンター等に使用される
フレキシブルフラットケーブル、スマートフォン等の基
板導通検査冶具に使用されるコンタクトプローブが好
調に推移したことから、前年同期比４億５千９百万円増
加し95億１千７百万円となりました。
　営業利益は、売上高は増加しましたが、当社グ
ループにおいて人件費の上昇による費用の増加に加
え、インドネシア子会社の類焼の影響等により原価
率が上昇し、前年同期比２億８千３百万円減少し
11億３千２百万円となりました。
　経常利益は、営業利益の減少により、前年同期比２
億４千３百万円減少し11億７千６百万円となりました。

　当中間期の純利益は、経常利益の減少により、前
年同期比８千９百万円減少し９億４千４百万円とな
りました。
　当社単独の業績につきましては、売上高は、７千
９百万円増加し46億３千７百万円となりました。
損益面におきましては、営業利益は、１千３百万円
減少し15億４千万円となりました。また、経常利
益は、１億２千万円増加し９億６千９百万円となり、
当期純利益は、１千万円増加し８億７千万円となり
ました。
　中間配当につきましては、最近の業績や財務状況
及び今後の見通しを勘案し、株主の皆様のご支援に
お応えするため、１株につき30円とさせていただ
きたいと存じます。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層
のご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年12月

会社概要（平成30年9月30日現在）
商号 東京特殊電線株式会社
 TOTOKU ELECTRIC CO., LTD.
設立 昭和15年11月22日
資本金 1,925,000,009円
従業員 単体 238名　　連結 898名
本社 東京都港区西新橋三丁目8番3号
 〒105-0003
 電話　03-5860-2121

大株主（平成30年9月30日現在）

株主名 株式数（株） 持株比率（％）
古河電気工業株式会社 3,847,248 56.61 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 391,700 5.76 
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/
JASDEC/FIM/LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS 310,000 4.56 

株式会社みずほ銀行 201,482 2.96 
株式会社りそな銀行 149,700 2.20 
資産管理サービス信託銀行株式会社 136,900 2.01 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 86,200 1.27 
MSIP CLIENT SECURITIES 58,600 0.86 
桜井　昭一 58,100 0.85 
住友生命保険相互会社 55,400 0.82 

（注）持株比率は自己株式（13,044株）を控除して計算しております。

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基準日 定時株主総会　3月31日
 期末配当金　　3月31日
 中間配当金　　9月30日
株主名簿管理人及び 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
同事務取扱場所 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
郵便物送付先 〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
 0120-288-324
単元株式数 100株
株式に関する届出及び 住所変更、配当金振込先指定等の事務手続について
ご照会について は、口座のある証券会社等にお問合せください。
   特別口座に関する照会、または未払配当金の支払、

支払明細の発行については上記みずほ信託銀行株式
会社へお問合せください。

特別口座について
　特別口座において管理される株式は、単元未満株式の買取を除き、特定口座
のままでは株式を売却することができませんので、必ず証券会社に一般口座を
ご開設のうえ、特定口座から一般口座に振替申請していただくようお願いいた
します。
　なお、振替申請等具体的な手続につきましては、みずほ信託銀行株式会社に
お問合せください。

株式等に関するマイナンバーお届けのご案内
　株式等の税務関係の手続に関し、市区町村から通知されたマイナンバーのお
届けが必要です。このため、株主様からお取引のある証券会社等へマイナン
バーをお届出ください。
　 【マイナンバーのお届出に関するお問合せ先】
　　　証券口座にて株式を管理されている株主様･･･  お取引のある証券会社等ま

でお問合せください。
　　　証券会社とのお取引がない株主様･･･  みずほ信託銀行証券代行部  

0120-84-0178

第101期　中間報告書
平成30年4月1日▶平成30年9月30日

証券コード：5807
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株主の皆様へ

取締役社長　鈴木　義博
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■連結売上高

■親会社株主に帰属する四半期純利益

■連結経常利益
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